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議案第  １号   

 

 

   柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例の一部を改    

   正する条例の制定について  

 

 

 柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例の一部を改正する条

例を次のとおり制定する。  

 

 

  令和  ６年  ９月  ６日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 ひとり親家庭等の医療費等の助成に関する事務及び遺児等の養育

手当等の支給に関する事務を個人番号を利用することができる事務

に追加すること等を行いたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例の一部を改    

   正する条例  

 

 柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例（平成２７年柏市条

例第４２号）の一部を次のように改正する。  

 

 第２条第２号中「第２条第８項」を「第２条第９項」に改め，同

条第３号中「第２条第１２項」を「第２条第１３項」に改め，同条

第４号中「第２条第１４項」を「第２条第１５項」に改める。  

 別表を次のように改める。  

別表（第３条第１項第１号）  

事務 特定個人情報 

子どもの医療に要する費用の助成

に関する事務であって規則で定め

るもの 

医療保険各法（健康保険法（大正

１１年法律第７０号），船員保険

法（昭和１４年法律第７３号），

私立学校教職員共済法（昭和２８

年法律第２４５号），国家公務員

共済組合法（昭和３３年法律第１

２８号），国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）又は地方

公務員等共済組合法（昭和３７年

法律第１５２号）をいう。以下同

じ。）による医療に関する給付の

支給又は保険料の徴収に関する情

報であって規則で定めるもの 

地方税法（昭和２５年法律第２２

６号）その他の地方税に関する法

律に基づく条例の規定により算定

した税額又はその算定の基礎とな

る事項に関する情報（以下「地方 
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 税関係情報」という。）であって

規則で定めるもの 

ひとり親家庭等の医療費等の助成

に関する事務であって規則で定め

るもの 

法第９条第３項に規定する戸籍関

係情報（以下「戸籍関係情報」と

いう。）であって規則で定めるも

の 

地方税関係情報であって規則で定

めるもの 

住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号）第７条第４号に規定す

る事項であって規則で定めるもの 

医療保険各法又は高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和５７年法

律第８０号）による医療に関する

給付の支給又は保険料の徴収に関

する情報であって規則で定めるも

の 

柏市遺児等養育手当等支給条例

（昭和４６年柏市条例第１５号）

に基づく遺児等の養育手当等の支

給に関する事務であって規則で定

めるもの 

戸籍関係情報であって規則で定め

るもの 

地方税関係情報であって規則で定

めるもの 

公的給付の支給等の迅速かつ確実

な実施のための預貯金口座の登録

等に関する法律（令和３年法律第

３８号）第３条第３項第１号から

第３号までに規定する事項であっ

て規則で定めるもの 

 

   附  則  

 この条例は，公布の日から起算して９月を超えない範囲内におい

て規則で定める日から施行する。ただし，第２条の改正規定は，公

布の日又は情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利
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便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るためのデジタ

ル社会 形成 基本 法等の 一部 を改 正する 法律 （令 和６年 法律 第４ ６

号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日のいずれか遅い日か

ら施行する。  
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議案第１号資料  

   柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例の一部を改正    

   する条例について  

柏市個人番号利用及び特定個人情報提供条例（平成２７年柏市条例第４２号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において，次の各号に掲げる用

語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

第2条 この条例において，次の各号に掲げる用

語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 特定個人情報 法第2条第8項に規定する

特定個人情報をいう。 

(2) 特定個人情報 法第2条第9項に規定する

特定個人情報をいう。 

(3) 個人番号利用事務実施者 法第2条第12

項に規定する個人番号利用事務実施者をい

う。 

(3) 個人番号利用事務実施者 法第2条第13

項に規定する個人番号利用事務実施者をい

う。 

(4) 情報提供ネットワークシステム 法第2

条第14項に規定する情報提供ネットワーク

システムをいう。 

(4) 情報提供ネットワークシステム 法第2

条第15項に規定する情報提供ネットワーク

システムをいう。 

(5)及び(6) 略 (5)及び(6) 略 

  

別表(第3条第1項第1号) 別表(第3条第1項第1号) 

事務 特定個人情報 

子供の医療に要する費用の

助成に関する事務であって

規則で定めるもの 

地方税法(昭和25年法律第

226号)その他の地方税に関

する法律に基づく条例の規

定により算定した税額又は

その算定の基礎となる事項

に関する情報であって規則

で定めるもの 
 

事務 特定個人情報 

子どもの医療に要する費用

の助成に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

医療保険各法(健康保険法

(大正11年法律第70号) ，船

員保険法(昭和14年法律第

73号)，私立学校教職員共済

法(昭和28年法律第245号)，

国家公務員共済組合法(昭和

33年法律第128号)，国民健

康保険法(昭和33年法律第

192号)又は地方公務員等共

済組合法(昭和37年法律第

152号)をいう。以下同じ。)

による医療に関する給付の

支給又は保険料の徴収に関

する情報であって規則で定

めるもの 

地方税法(昭和25年法律第

226号)その他の地方税に関

する法律に基づく条例の規

定により算定した税額又は

その算定の基礎となる事項

に関する情報(以下「地方税

関係情報」という。)であっ

て規則で定めるもの 

ひとり親家庭等の医療費等

の助成に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

法第9条第3項に規定する戸

籍関係情報(以下「戸籍関係

情報」という。)であって規

則で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 
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住民基本台帳法(昭和42年

法律第81号)第7条第4号に

規定する事項であって規則

で定めるもの 

医療保険各法又は高齢者の

医療の確保に関する法律(昭

和57年法律第80号)による

医療に関する給付の支給又

は保険料の徴収に関する情

報であって規則で定めるも

の 

柏市遺児等養育手当等支給

条例(昭和46年柏市条例第

15号)に基づく遺児等の養

育手当等の支給に関する事

務であって規則で定めるも

の 

戸籍関係情報であって規則

で定めるもの 

地方税関係情報であって規

則で定めるもの 

公的給付の支給等の迅速か

つ確実な実施のための預貯

金口座の登録等に関する法

律(令和3年法律第38号)第3

条第3項第1号から第3号ま

でに規定する事項であって

規則で定めるもの 
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議案第  ２号   

 

 

柏市近隣センター条例の一部を改正する条例の制定につ  

いて  

 

 

 柏市近隣センター条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

 

 

令和  ６年  ９月  ６日提出  

 

 

柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 柏市高田近隣センターに多目的ホールを設置し，当該多目的ホー

ルの使用料の額を定めるとともに，その他の施設の名称及び使用料

の額を改めること等を行いたいので提案する。  

7



 

柏市条例第   号  

 

柏市近隣センター条例の一部を改正する条例  

 

 柏市近隣センター条例（平成１２年柏市条例第３７号）の一部を

次のように改正する。  

 

 別表第２第１項の表柏市高田近隣センターの項中  

「  

和室１  ３  ４１０  

を  

和室２  ３  ２００  

和室３  ３  ２００  

和室１・２  ３  ６１０  

会議室  ３  ４１０  

料理実習室  ４  １，６１０  

                   」  

「  

和室兼会議室  ３  ４１０  

に改め，同別表第２項の  

多目的ホール  ３  ４１０  

和 室 ・ 多 目 的 ホ

ール  

３  ８２０  

会議室Ａ  ３  ４１０  

会議室Ｂ  ３  ４１０  

会議室Ａ・Ｂ  ３  ８２０  

料 理 実 習 室 兼 会

議室  

３  ４１０  

                   」  

表柏市新富近隣センターの項の次に次のように加える。  

柏市高田近隣センタ

ー  

調 理 設 備 及 び 調

理器具  

３ 時 間

当たり  

３００  

 

   附  則  
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 （施行期日）  

１  この条例は，令和７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の別表第２第１項の表の規定はこの条例の施行の日以後

の柏市高田近隣センターの施設の使用に係る使用料について適用

し，同日前の柏市高田近隣センターの施設の使用に係る使用料に

ついてはなお従前の例による。  
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議案第２号資料  

   柏市近隣センター条例の一部を改正する条例について  

柏市近隣センター条例（平成１２年柏市条例第３７号）新旧対照表 

改正前 改正後 

別表第2(第10条第1項) 別表第2(第10条第1項) 

1 施設使用料 1 施設使用料 

施設 単位(時間) 使用料(円) 

柏市旭町近隣センターから柏市富里近隣センターまで 

 略 

柏 市

高 田

近 隣

セ ン

ター 

体育室 略 

和室1 3 410 

和室2 3 200 

和室3 3 200 

和室1・2 3 610 

会議室 3 410 

料理実習室 4 1,610 

柏市根戸近隣センターから柏市手賀近隣センターまで 

 略 
 

施設 単位(時間) 使用料(円) 

柏市旭町近隣センターから柏市富里近隣センターまで 

 略 

柏 市

高 田

近 隣

セ ン

ター 

体育室 略 

和室兼会議室 3 410 

多目的ホール 3 410 

和室・多目的ホール 3 820 

会議室A 3 410 

会議室B 3 410 

会議室A・B 3 820 

料理実習室兼会議室 3 410 

柏市根戸近隣センターから柏市手賀近隣センターまで 

 略 
 

備考 略 備考 略 

2 附帯設備使用料 2 附帯設備使用料 

附帯設備 単位 使用料(円) 

柏市新富近隣センター 略 

 

 

 

 

 

柏市沼南近隣センター 略 
 

附帯設備 単位 使用料(円) 

柏市新富近隣センター 略 

柏 市

高 田

近 隣

セ ン

ター 

調理設備及び調理器

具 

3時間当た

り 

300 

柏市沼南近隣センター 略 
 

備考 略 備考 略 
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議案第  ３号   

 

 

   柏市緊急通報システムサービス手数料条例の一部を改正    

する条例の制定について  

 

 

 柏市緊急通報システムサービス手数料条例の一部を改正する条例

を次のとおり制定する。  

 

 

  令和  ６年  ９月  ６日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 緊急通報システム事業に係る手数料の額を改めたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市緊急通報システムサービス手数料条例の一部を改正    

する条例  

 

 柏市緊急通報システムサービス手数料条例（平成１３年柏市条例

第１０号）の一部を次のように改正する。  

 

 別表当該年度分の市町村民税の非課税世帯（上記に該当する世帯

を除く。）の項手数料の額（円）の欄中「５１０」を「３００」に

改 め ， 同 表 当 該 年 度 分 の 市 町 村 民 税 の 課 税 世 帯 の 項 手 数 料 の 額

（円）の欄中「１，２２０」を「８００」に改める。  

 

   附  則  

（施行期日）  

１  この条例は，公布の日から施行する。  

（経過措置）  

２  改正後の別表の規定は令和６年１０月以後の月分の手数料の額

について適用し，同年９月以前の月分の手数料の額についてはな

お従前の例による。  
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議案第３号資料  

   柏市緊急通報システムサービス手数料条例の一部を改正す    

る条例について  

柏市緊急通報システムサービス手数料条例（平成１３年柏市条例第１０号）新旧対照表 

改正前 改正後 

別表(第3条) 別表(第3条) 

区分 単位 手 数 料 の 額

(円) 

略 1月につき 略 

当該年度分の市町村民税の

非課税世帯(上記に該当する

世帯を除く。) 

510 

当該年度分の市町村民税の

課税世帯 

1,220 

備考 略 

区分 単位 手 数 料 の 額

(円) 

略 1月につき 略 

当該年度分の市町村民税の

非課税世帯(上記に該当する

世帯を除く。) 

300 

当該年度分の市町村民税の

課税世帯 

800 

備考 略 
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                       議案第  ４号   

 

 

   柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定につ    

   いて  

 

 

 柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。  

 

 

  令和  ６年  ９月  ６日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 国民健康保険法の改正により被保険者証が廃止されることに伴い

被保険者証の返還に係る罰則の規定を改めるとともに，急患等とし

て保険医療機関又は保険薬局について療養の給付を受けた被保険者

に係る保険料の徴収猶予の期間の特例を定めること等を行いたいの

で提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例  

 

 柏市国民健康保険条例（昭和６３年柏市条例第８号）の一部を次

のように改正する。  

 

 第２７条第１項各号列記以外の部分中「よつて」を「よって」に

改め，「６か月」の次に「（急患等として保険医療機関又は保険薬

局について療養の給付を受けた被保険者であって，資力の活用に時

間を要すると市長が認めるものに係る保険料の納付にあっては，１

年）」を加え，「限つて」を「限って」に改め，同項第４号中「あ

つた」を「あった」に改める。  

 第３０条中「第９項」を「第５項」に，「若しくは虚偽の届出を

した場合又は同条第３項若しくは第４項の規定により被保険者証の

返還を求められてこれに応じない」を「又は虚偽の届出をした」に

改める。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は，令和６年１２月２日から施行する。  

 （経過措置）  

２  改正後の第２７条の規定は，令和６年度分の保険料のうちこの

条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に納期限が到来

するもの及び令和７年度以後の年度分の保険料について適用し，

令和６年度分のうち施行日前に納期限が到来したもの及び令和５

年度以前の年度分の保険料については，なお従前の例による。  

３  施行日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の一

部の施行に伴う関係政令の整備等及び経過措置に関する政令（令

和６年政令第２６０号）第９条の規定によりなお従前の例による

こととされる場合における施行日以後にした行為に対する罰則の

適用については，なお従前の例による。  
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議案第４号資料  

   柏市国民健康保険条例の一部を改正する条例について  

柏市国民健康保険条例（昭和６３年柏市条例第８号）新旧対照表 

改正前 改正後 

(徴収猶予) (徴収猶予) 

第27条 市長は，保険料の納付義務者が次の各号
のいずれかに該当することによりその納付す
べき保険料の全部又は一部を一時に納付する
ことができないと認める場合においては，その
申請によつて，その納付することができないと
認められる金額を限度として6か月以内の期間
を限つて徴収猶予することができる。 

第27条 市長は，保険料の納付義務者が次の各号
のいずれかに該当することによりその納付す
べき保険料の全部又は一部を一時に納付する
ことができないと認める場合においては，その
申請によって，その納付することができないと
認められる金額を限度として6か月(急患等と
して保険医療機関又は保険薬局について療養
の給付を受けた被保険者であって，資力の活用
に時間を要すると市長が認めるものに係る保
険料の納付にあっては，1年)以内の期間を限っ
て徴収猶予することができる。 

(1)から(3)まで 略 (1)から(3)まで 略 

(4) 前各号に掲げる理由に類する理由があつ
たとき。 

(4) 前各号に掲げる理由に類する理由があっ
たとき。 

2 略 2 略 

(罰則) (罰則) 

第30条 本市は，世帯主が法第9条第1項若しく
は第9項の規定による届出をせず，若しくは虚
偽の届出をした場合又は同条第3項若しくは第
4項の規定により被保険者証の返還を求められ
てこれに応じない場合においては，その者に対
し，100,000円以下の過料を科する。 

第30条 本市は，世帯主が法第9条第1項若しく
は第5項の規定による届出をせず，又は虚偽の
届出をした場合においては，その者に対し，1

00,000円以下の過料を科する。 
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                       議案第  ５号   

 

 

   柏市学校給食費条例の制定について  

 

 

 柏市学校給食費条例を次のとおり制定する。  

 

 

  令和  ６年  ９月  ６日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 学校給食法の規定に基づき本市が実施する学校給食に係る学校給

食費に関し必要な事項を定めたいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市学校給食費条例  

 

 （趣旨）  

第１条  この条例は，学校給食法（昭和２９年法律第１６０号。以

下「法」という。）の規定に基づき本市が実施する学校給食に係

る学校給食費に関し，必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条  この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。  

 (1) 学校給食  法第３条第１項に規定する学校給食をいう。  

 (2) 学校給食費  法第１１条第２項に規定する学校給食費をいう。  

 (3) 学校給食費負担者  次条の規定により実施される学校給食を

受 け る 児 童 又 は 生 徒 の 保 護 者 （ 学 校 教 育 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律

第 ２ ６ 号 ） 第 １ ６ 条 に 規 定 す る 保 護 者 を い う 。 ） そ の 他 当 該

学校給食の提供を受ける者をいう。  

 （学校給食の実施）  

第３条  本市は，本市が設置する小学校及び中学校において学校給

食を実施するものとする。  

 （学校給食費の徴収及び納付）  

第４条  市長は，学校給食費負担者から学校給食費を徴収する。  

２  学校給食費負担者は，別に定めるところにより，学校給食費を

納付しなければならない。  

 （学校給食費の減免）  

第５条  市長は，特別の理由があると認めるときは，学校給食費を

減額し，又は免除することができる。  

 （委任）  

第６条  この条例の施行に関し必要な事項は，市長又は教育委員会

が別に定める。  

 

   附  則  

 この条例は，令和７年４月１日から施行し，同日以後に実施する
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学校給食に係る学校給食費について適用する。  
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議案第  ６号   

 

 

   柏市子ども・子育て支援複合施設条例の一部を改正する    

   条例の制定について  

 

 

 柏市子ども・子育て支援複合施設条例の一部を改正する条例を次

のとおり制定する。  

 

 

  令和  ６年  ９月  ６日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 柏市子ども・子育て支援複合施設に本の広場及び中高生の広場を

設置したいので提案する。  
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柏市条例第   号  

 

   柏市子ども・子育て支援複合施設条例の一部を改正する  

条例  

 

 柏市子ども・子育て支援複合施設条例（令和５年柏市条例第３０

号）の一部を次のように改正する。  

 

 目次中  

「  

 第５章  雑則（第３３条）           を  

                     」  

「  

 第５章  本の広場（第３３条－第３８条）  

 第６章  中高生の広場（第３９条－第４８条）  に改める。  

 第７章  雑則（第４９条）  

                      」  

 第３３条中「市長」の次に「又は教育委員会」を加え，第５章中

同条を第４９条とする。  

 第５章を第７章とし，第４章の次に次の２章を加える。  

   第５章  本の広場  

（設置）  

第３３条  子どもに本と接する機会を提供し，もって子どもの健や

かな成長を支援するため，複合施設に本の広場を設置する。  

（利用者の範囲）  

第３４条  本の広場を利用することができる者は，満１５歳に達す

る 日 以 後 の 最 初 の ３ 月 ３ １ 日 ま で の 間 に あ る 児 童 及 び そ の 児 童

（満９歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある児童

に限る。）と同伴する保護者その他教育委員会が適当と認める者

とする。  

（利用の許可等）  

第３５条  本の広場を利用しようとする者は，あらかじめ教育委員

会の許可を受けなければならない。  
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２  前項の許可（以下この章において「許可」という。）を受けよ

うとする者は，教育委員会規則で定めるところにより，教育委員

会に申請をしなければならない。  

３  教育委員会は，許可に際し，本の広場の管理運営上必要な条件

を付することができる。  

４  教育委員会は，第２項の申請をした者が次の各号のいずれかに

該当するとき又は本の広場の管理運営上支障があると認めるとき

は，許可をしないことができる。  

(1) 公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあると認めるとき。  

(2) 本の広場の施設，附帯設備等を損傷し，又は滅失するおそれ

があると認めるとき。  

(3) 営利を目的として利用すると認めるとき。  

(4) この条例又はこの条例に基づく教育委員会規則に違反したと

き。  

（許可の取消し等）  

第３６条  教育委員会は，次の各号のいずれかに該当するときは，

許可を取り消し，又は利用を制限し，若しくは利用の停止を命じ

ることができる。  

(1) 許可を受けた者（以下この章において「利用者」という。）

が偽りその他不正の手段により許可を受けたとき。  

(2) 利用者が利用の目的又は条件に違反して利用したとき。  

(3) 利用者がこの条例又はこの条例に基づく教育委員会規則に違

反したとき。  

(4) 災害その他の事故により利用者が本の広場の利用ができなく

なったとき又は本市が本の広場を使用する必要が生じたとき。  

(5) 前各号に掲げるもののほか，教育委員会が特に必要があると

認めるとき。  

（使用料）  

第３７条  本の広場の使用料は，徴収しない。  

（損害賠償）  

第３８条  第１３条の規定は，本の広場について準用する。  

   第６章  中高生の広場  

（設置）  

27



 

第３９条  中高生世代の子どもに自主的な活動の場及び交流の場を

提供し，もって中高生世代の子どもの健全な育成を図るため，複

合施設に中高生の広場を設置する。  

（利用者の範囲）  

第４０条  中高生の広場を利用することができる者は，次の各号の

いずれかに該当する者とする。  

(1) 満１２歳に達する日後の最初の４月１日から満１８歳に達す

る日以後の最初の３月３１日までの間にある者  

(2) 前号に掲げる者のほか，教育委員会が適当と認める者  

（登録）  

第４１条  前条第１号に規定する者は，中高生の広場を利用しよう

とするときは，あらかじめ教育委員会の登録を受けなければなら

ない。  

２  前項の登録（以下この章において「登録」という。）を受けよ

うとする者は，教育委員会規則で定めるところにより，教育委員

会に申請をしなければならない。  

３  教育委員会は，登録に際し，中高生の広場の管理運営上必要な

条件を付することができる。  

４  教育委員会は，第２項の申請をした者がこの条例若しくはこの

条例に基づく教育委員会規則に違反したとき又は中高生の広場の

管理運営上支障があると認めるときは，登録をしないことができ

る。  

（辞退等の届出）  

第 ４ ２ 条  登 録 を 受 け た 者 （ 以 下 こ の 章 に お い て 「 登 録 者 」 と い

う。）は，次の各号のいずれかに該当するときは，教育委員会規

則で定めるところにより，速やかに，その旨を教育委員会に届け

出なければならない。  

(1) 登録者が中高生の広場の利用を辞退しようとするとき。  

(2) 登録を受けた事項に変更が生じたとき。  

（登録の取消し等）  

第４３条  教育委員会は，登録者が前条第１号の規定に該当する旨

の届出をしたときは，当該登録者の登録を取り消すものとする。  

２  教育委員会は，次の各号のいずれかに該当するときは，登録を
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取り消し，又は利用を制限し，若しくは利用の停止を命じること

ができる。  

(1) 登録者が偽りその他不正の手段により登録を受けたとき。  

(2) 登録者が利用の目的又は条件に違反して利用したとき。  

(3) 登録者がこの条例又はこの条例に基づく教育委員会規則に違

反したとき。  

(4) 前３号に掲げるもののほか，教育委員会が特に必要があると

認めるとき。  

３  教育委員会は，災害その他の事故により登録者が中高生の広場

の利用ができなくなったとき又は本市が中高生の広場を使用する

必要が生じたときは，利用を制限し，又は利用の停止を命じるこ

とができる。  

（施設の利用の許可等）  

第４４条  第４０条第２号に規定する者は，中高生の広場を利用し

ようとするときは，あらかじめ教育委員会の許可を受けなければ

ならない。  

２  前項の許可（以下この章において「施設利用許可」という。）

を受けようとする者は，教育委員会規則で定めるところにより，

教育委員会に申請をしなければならない。  

３  教育委員会は，施設利用許可に際し，中高生の広場の管理運営

上必要な条件を付することができる。  

４  教育委員会は，第２項の申請をした者が次の各号のいずれかに

該当するとき又は中高生の広場の管理運営上支障があると認める

ときは，施設利用許可をしないことができる。  

(1) 公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれがあると認めるとき。  

(2) 中高生の広場の施設，附帯設備等を損傷し，又は滅失するお

それがあると認めるとき。  

(3) 営利を目的として利用すると認めるとき。  

(4) この条例又はこの条例に基づく教育委員会規則に違反したと

き。  

（施設の利用の許可の取消し等）  

第４５条  教育委員会は，次の各号のいずれかに該当するときは，

施設利用許可を取り消し，又は利用を制限し，若しくは利用の停
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止を命じることができる。  

(1) 施 設 利 用 許 可 を 受 け た 者 （ 以 下 こ の 章 に お い て 「 施 設 利 用

者」という。）が偽りその他不正の手段により施設利用許可を

受けたとき。  

(2) 施設利用者が利用の目的又は条件に違反して利用したとき。  

(3) 施設利用者がこの条例又はこの条例に基づく教育委員会規則

に違反したとき。  

(4) 災害その他の事故により施設利用者が中高生の広場の利用が

できなくなったとき又は本市が中高生の広場を使用する必要が

生じたとき。  

(5) 前各号に掲げるもののほか，教育委員会が特に必要があると

認めるとき。  

（備品の利用の許可等）  

第４６条  登録者又は施設利用者は，中高生の広場の備品（教育委

員会が定めるものに限る。以下同じ。）を利用しようとするとき

は，あらかじめ教育委員会の許可を受けなければならない。  

２  第４４条第２項から第４項まで及び前条の規定は，前項の許可

及び当該許可の取消し等について準用する。  

（使用料）  

第４７条  中高生の広場（備品を含む。）の使用料は，徴収しない。  

（損害賠償）  

第４８条  第１３条の規定は，中高生の広場について準用する。  

 

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は，公布の日から起算して４月を超えない範囲内にお

いて教育委員会規則で定める日から施行する。ただし，次項の規

定は，公布の日から起算して３月を超えない範囲内において教育

委員会規則で定める日から施行する。  

 （準備行為）  

２  改正後の第４１条の規定による申請及び登録並びにこれらに関

し必要な手続その他の行為は，この条例の施行の日前においても，

同条の規定の例により行うことができる。  
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議案第６号資料  

   柏市子ども・子育て支援複合施設条例の一部を改正する条  

   例について  

柏市子ども・子育て支援複合施設条例（令和５年柏市条例第３０号）新旧対照表 

改正前 改正後 

目次 目次 

第1章から第4章まで 略 第1章から第4章まで 略 

 第5章 本の広場(第33条―第38条) 

 第6章 中高生の広場(第39条―第48条) 

第5章 雑則(第33条) 第7章 雑則(第49条) 

附則 附則 

  

 第5章 本の広場 

 (設置) 

 第33条 子どもに本と接する機会を提供し，もっ

て子どもの健やかな成長を支援するため，複合

施設に本の広場を設置する。 

 (利用者の範囲) 

 第34条 本の広場を利用することができる者は，

満15歳に達する日以後の最初の3月31日まで

の間にある児童及びその児童(満9歳に達する

日以後の最初の3月31日までの間にある児童

に限る。)と同伴する保護者その他教育委員会

が適当と認める者とする。 

 (利用の許可等) 

 第35条 本の広場を利用しようとする者は，あら

かじめ教育委員会の許可を受けなければなら

ない。 

 2 前項の許可(以下この章において「許可」とい

う。)を受けようとする者は，教育委員会規則

で定めるところにより，教育委員会に申請をし

なければならない。 

 3 教育委員会は，許可に際し，本の広場の管理

運営上必要な条件を付することができる。 

 4 教育委員会は，第2項の申請をした者が次の各

号のいずれかに該当するとき又は本の広場の

管理運営上支障があると認めるときは，許可を

しないことができる。 

 (1) 公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれが

あると認めるとき。 

 (2) 本の広場の施設，附帯設備等を損傷し，

又は滅失するおそれがあると認めるとき。 

 (3) 営利を目的として利用すると認めると

き。 

 (4) この条例又はこの条例に基づく教育委員

会規則に違反したとき。 

 (許可の取消し等) 
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 第36条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該

当するときは，許可を取り消し，又は利用を制

限し，若しくは利用の停止を命じることができ

る。 

 (1) 許可を受けた者(以下この章において｢利

用者｣という。)が偽りその他不正の手段によ

り許可を受けたとき。 

 (2) 利用者が利用の目的又は条件に違反して

利用したとき。 

 (3) 利用者がこの条例又はこの条例に基づく

教育委員会規則に違反したとき。 

 (4) 災害その他の事故により利用者が本の広

場の利用ができなくなったとき又は本市が

本の広場を使用する必要が生じたとき。 

 (5) 前各号に掲げるもののほか，教育委員会

が特に必要があると認めるとき。 

 (使用料) 

 第37条 本の広場の使用料は，徴収しない。 

 (損害賠償) 

 第38条 第13条の規定は，本の広場について準

用する。 

 第6章 中高生の広場 

 (設置) 

 第39条 中高生世代の子どもに自主的な活動の

場及び交流の場を提供し，もって中高生世代の

子どもの健全な育成を図るため，複合施設に中

高生の広場を設置する。 

 (利用者の範囲) 

 第40条 中高生の広場を利用することができる

者は，次の各号のいずれかに該当する者とす

る。 

 (1) 満12歳に達する日後の最初の4月1日から

満18歳に達する日以後の最初の3月31日ま

での間にある者 

 (2) 前号に掲げる者のほか，教育委員会が適

当と認める者 

 (登録) 

 第41条 前条第1号に規定する者は，中高生の広

場を利用しようとするときは，あらかじめ教育

委員会の登録を受けなければならない。 

 2 前項の登録(以下この章において「登録」とい

う。)を受けようとする者は，教育委員会規則

で定めるところにより，教育委員会に申請をし

なければならない。 

 3 教育委員会は，登録に際し，中高生の広場の

管理運営上必要な条件を付することができる。 

 4 教育委員会は，第2項の申請をした者がこの条

例若しくはこの条例に基づく教育委員会規則

に違反したとき又は中高生の広場の管理運営

上支障があると認めるときは，登録をしないこ
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とができる。 

 (辞退等の届出) 

 第42条 登録を受けた者(以下この章において

「登録者」という。)は，次の各号のいずれか

に該当するときは，教育委員会規則で定めると

ころにより，速やかに，その旨を教育委員会に

届け出なければならない。 

 (1) 登録者が中高生の広場の利用を辞退しよ

うとするとき。 

 (2) 登録を受けた事項に変更が生じたとき。 

 (登録の取消し等) 

 第43条 教育委員会は，登録者が前条第1号の規

定に該当する旨の届出をしたときは，当該登録

者の登録を取り消すものとする。 

 2 教育委員会は，次の各号のいずれかに該当す

るときは，登録を取り消し，又は利用を制限し，

若しくは利用の停止を命じることができる。 

 (1) 登録者が偽りその他不正の手段により登

録を受けたとき。 

 (2) 登録者が利用の目的又は条件に違反して

利用したとき。 

 (3) 登録者がこの条例又はこの条例に基づく

教育委員会規則に違反したとき。 

 (4) 前3号に掲げるもののほか，教育委員会が

特に必要があると認めるとき。 

 3 教育委員会は，災害その他の事故により登録

者が中高生の広場の利用ができなくなったと

き又は本市が中高生の広場を使用する必要が

生じたときは，利用を制限し，又は利用の停止

を命じることができる。 

 (施設の利用の許可等) 

 第44条 第40条第2号に規定する者は，中高生の

広場を利用しようとするときは，あらかじめ教

育委員会の許可を受けなければならない。 

 2 前項の許可(以下この章において「施設利用許

可」という。)を受けようとする者は，教育委

員会規則で定めるところにより，教育委員会に

申請をしなければならない。 

 3 教育委員会は，施設利用許可に際し，中高生

の広場の管理運営上必要な条件を付すること

ができる。 

 4 教育委員会は，第2項の申請をした者が次の各

号のいずれかに該当するとき又は中高生の広

場の管理運営上支障があると認めるときは，施

設利用許可をしないことができる。 

 (1) 公の秩序又は善良の風俗を乱すおそれが

あると認めるとき。 

 (2) 中高生の広場の施設，附帯設備等を損傷

し，又は滅失するおそれがあると認めると

き。 
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 (3) 営利を目的として利用すると認めると

き。 

 (4) この条例又はこの条例に基づく教育委員

会規則に違反したとき。 

 (施設の利用の許可の取消し等) 

 第45条 教育委員会は，次の各号のいずれかに該

当するときは，施設利用許可を取り消し，又は

利用を制限し，若しくは利用の停止を命じるこ

とができる。 

 (1) 施設利用許可を受けた者(以下この章にお

いて「施設利用者」という。)が偽りその他

不正の手段により施設利用許可を受けたと

き。 

 (2) 施設利用者が利用の目的又は条件に違反

して利用したとき。 

 (3) 施設利用者がこの条例又はこの条例に基

づく教育委員会規則に違反したとき。 

 (4) 災害その他の事故により施設利用者が中

高生の広場の利用ができなくなったとき又

は本市が中高生の広場を使用する必要が生

じたとき。 

 (5) 前各号に掲げるもののほか，教育委員会

が特に必要があると認めるとき。 

 (備品の利用の許可等) 

 第46条 登録者又は施設利用者は，中高生の広場

の備品(教育委員会が定めるものに限る。以下

同じ。)を利用しようとするときは，あらかじ

め教育委員会の許可を受けなければならない。 

 2 第44条第2項から第4項まで及び前条の規定

は，前項の許可及び当該許可の取消し等につい

て準用する。 

 (使用料) 

 第47条 中高生の広場(備品を含む。)の使用料

は，徴収しない。 

 (損害賠償) 

 第48条 第13条の規定は，中高生の広場につい

て準用する。 

第5章 雑則 第7章 雑則 

(委任) (委任) 

第33条 この条例の施行に関し必要な事項は，市

長が別に定める。 

第49条 この条例の施行に関し必要な事項は，市

長又は教育委員会が別に定める。 
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                       議案第  ７号   

 

 

   「工事の請負契約の締結について」の一部変更について  

 

 

 市議会令和５年第３回定例会において議決を経た「工事の請負契

約の締結について」（議案第６号）の一部を次のとおり変更する。  

 

 

  令和  ６年  ９月  ６日提出  

 

 

               柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 高田近隣センターリノベーション工事（建築工事）の請負契約の

契約金額を増額したいので提案する。  
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 市議会令和５年第３回定例会において議決を経た「工事の請負契

約の締結について」（議案第６号）の一部を次のとおり変更する。  

 

 契約金額の項中「３６３，０００，０００円」を「３６９，３８

０，０００円」に改める。  
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議案第７号資料  

   「工事の請負契約の締結について」の一部変更（高田近  

   隣センターリノベーション工事（建築工事））関係  

 

  主な変更の理由  

 (1) 本館及び体育館の外壁に当初想定していなかったひび割れ等

が生じていたことが工事の過程で判明したことに伴い，追加の

補修を行ったもの  

 (2) 本館と体育館との間のエキスパンションジョイントに当初想

定していなかった劣化が生じていたことが工事の過程で判明し

たことに伴い，追加の改修を行ったもの  

 (3) 本館の屋根の増築部分と別館の屋根との間に新設する内樋の

耐久性等が不足する可能性があることが工事の過程で判明した

ことに伴い，当該内樋の仕様の変更を行ったもの  
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                       議案第  ８号   

 

 

   工事の請負契約の締結について  

 

 

 （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事（建築工事）に

ついて，次のとおり請負契約を締結する。  

 

 

  令和  ６年  ９月  ６日提出  

 

 

柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 （仮称）柏市こども・若者相談センターを新築したいので提案す

る。  
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１  名称  

  （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事（建築工事）  

２  場所  

  柏市十余二３１３番９２ほか  

３  概要  

  （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事に係る建築工

事一式  

 (1) 構造階別  

   鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）  ３階建て  

(2) 延べ床面積（附属建物を含む。）  

   ６，９５３．０６平方メートル  

 (3) 主要室  

  ア  １階  

    相談室，はぐはぐひろば，中高生世代の居場所，若者の相

談・居場所，一時預かり，カフェ，アリーナ及び事務室  

  イ  ２階  

    居室，学習室，食堂及び事務室  

  ウ  ３階  

    相談室，家族療法室，箱庭療法室，面談室，会議室及び研

修室  

 (4) 附属建物  

   屋根付駐輪場，トイレ・倉庫等  

(5) その他  

  駐車場，車路等  

４  契約の方法  

  制限付一般競争入札  

５  契約金額  

  ２，８５７，８００，０００円  

６  契約の相手方  

  柏市あけぼの四丁目１番３号  

  新日本建設株式会社  北関東支店  

   支店長   松  本  英  敏  
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議案第８号から第１０号まで資料  

   （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事関係  

 

案内図 

 

 

  

柏市文化財 

整理室 

若柴  

国道  
16 号  

十余二  

柏市消防局 

柏市西部消防署 

工事場所 
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配置図 
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１階平面図 
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単位  ｍｍ  
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２階平面図 
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単位  ｍｍ  
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３階平面図 
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単位  ｍｍ  
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立面図 
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単位  ｍｍ  
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議案第８号資料  

   （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事（建築  

工事）関係  

 

契約の経過  

 

件名  （仮 称） 柏市こ ども ・若 者相談 セン ター 新築工 事（ 建築 工

事）  

 

１  公告        令和  ６年  ５月２９日  

２  申請期間      令和  ６年  ５月３０日から  

           令和  ６年  ６月１０日まで  

３  資格確認通知    令和  ６年  ６月１２日  

４  設計図書閲覧期間  令和  ６年  ５月２９日から  

           令和  ６年  ７月  ２日まで  

５  開札        令和  ６年  ７月  ３日  

６  入札の状況  

（単位  千円）  

      入札  

入札業者名  
第１回  結果  

新日本建設㈱  ２，５９８，０００  落札  

㈱松村組  ２，８３０，０００   

松井建設㈱  ３，１２５，０００   

契約金額は，入札金額に当該金額の１００分の１０に相当する

額を加算した金額とする。  

７  仮契約       令和  ６年  ７月１０日  
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工事請負入札参加業者調書 

 

         業者名 

 調査事項 
新日本建設㈱ ㈱松村組 

代表者氏名 髙 見 克 司 村 上   修 

所在地 

（本店又は主たる営業所） 

千葉市美浜区ひび野一丁

目４番３ 

東京都千代田区三番町２

番地 

建設業許可番号 大臣(特-4)第 7074号 大臣(特-2)第 4100号 

総合評定値 

（建築一式工事） 
  １，７５２点   １，５５３点 

年間平均完成工事高 ５３，４１９，９４５千円  ３８，９４７，８２４千円  

営業年数 ５８年 ７３年 

資本金 ３，６６５，３９０千円  ５００，０００千円  

主な実績 

（仮称）柏北部東地区新

設小学校建設工事（校舎

棟）建築工事[柏市] 

東京大学（駒場１）駒場

新体育館（仮称）新営そ

の他工事[国立大学法人

東京大学] 
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松井建設㈱ 

松 井 隆 弘 

東京都中央区新川一丁目

１７番２２号 

大臣(特-2)第 3354号 

  １，７６９点 

８２，５１４，６４０千円  

７３年 

４，０００，０００千円  

都立府中東高等学校（３

０）校舎棟ほか改築工事

[東京都] 
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                       議案第  ９号   

 

 

   工事の請負契約の締結について  

 

 

（仮 称 ）柏 市 こ ども ・ 若者 相 談 セン タ ー新 築 工 事（ 電 気設 備工  

事）について，次のとおり請負契約を締結する。  

 

 

  令和  ６年  ９月  ６日提出  

 

 

柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 （仮称）柏市こども・若者相談センターを新築したいので提案す

る。  
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１  名称  

  （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事（電気設備工  

 事）  

２  場所  

  柏市十余二３１３番９２ほか  

３  概要  

  （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事に係る電気設

備工事一式（電力設備工事，受変電設備工事及び通信・情報設備

工事）  

４  契約の方法  

  制限付一般競争入札  

５  契約金額  

  １，０４５，０００，０００円  

６  契約の相手方  

  千葉市中央区中央二丁目９番２０号  

  住友電設株式会社  東関東支店  

   支店長   奥  村  和  弘  
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議案第９号資料  

   （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事（電気  

設備工事）関係  

 

契約の経過  

 

件名  （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事（電気設備

工事）  

 

１  公告        令和  ６年  ５月２９日  

２  申請期間      令和  ６年  ５月３０日から  

           令和  ６年  ６月１０日まで  

３  資格確認通知    令和  ６年  ６月１２日  

４  設計図書閲覧期間  令和  ６年  ５月２９日から  

           令和  ６年  ７月  ２日まで  

５  開札        令和  ６年  ７月  ３日  

６  入札の状況  

                       （単位  千円）  

         入札  

入札業者名  
第１回  結果  

住友電設㈱  ９５０，０００  落札  

 契約金額は，入札金額に当該金額の１００分の１０に相当する

額を加算した金額とする。  

７  仮契約       令和  ６年  ７月１０日  
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工事請負入札参加業者調書 

 

         業者名 

 調査事項 
住友電設㈱ 

代表者氏名 谷     信 

所在地 

（本店又は主たる営業所） 

大阪府大阪市西区阿波座

二丁目１番４号 

建設業許可番号 大臣(特-3)第 180号 

総合評定値 

（電気工事） 
  １，８１５点 

年間平均完成工事高 ８５，５６６，６９０千円 

営業年数 ７２年 

資本金 ６，４４０，４３７千円  

主な実績 

（仮称）千葉県総合救急

災害医療センター電気設

備工事[千葉県] 
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                       議案第１０号   

 

 

   工事の請負契約の締結について  

 

 

 （仮 称） 柏市 こども ・若 者相 談セン ター 新築 工事（ 機械 設備 工  

事）について，次のとおり請負契約を締結する。  

 

 

  令和  ６年  ９月  ６日提出  

 

 

柏市長   太  田  和  美  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   提案理由  

 （仮称）柏市こども・若者相談センターを新築したいので提案す

る。  
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１  名称  

  （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事（機械設備工  

 事）  

２  場所  

  柏市十余二３１３番９２ほか  

３  概要  

  （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事に係る機械設

備工事一式（空気調和設備工事，給排水衛生設備工事，ガス設備

工事等）  

４  契約の方法  

  制限付一般競争入札  

５  契約金額  

  ８５４，７００，０００円  

６  契約の相手方  

  柏市中央町５番１６号  ＴＫビル２階  

  日本装芸株式会社  千葉支店  

   支店長   齊  藤    甫  
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議案第１０号資料  

   （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事（機械  

設備工事）関係  

 

契約の経過  

 

件名  （仮称）柏市こども・若者相談センター新築工事（機械設備

工事）  

 

１  公告        令和  ６年  ５月２９日  

２  申請期間      令和  ６年  ５月３０日から  

           令和  ６年  ６月１０日まで  

３  資格確認通知    令和  ６年  ６月１２日  

４  設計図書閲覧期間  令和  ６年  ５月２９日から  

           令和  ６年  ７月  ２日まで  

５  開札        令和  ６年  ７月  ３日  

６  入札の状況  

                       （単位  千円）  

         入札  

入札業者名  
第１回  結果  

日本装芸㈱  ７７７，０００  落札  

大成温調㈱  ８１５，５００   

 契約金額は，入札金額に当該金額の１００分の１０に相当する

額を加算した金額とする。  

７  仮契約       令和  ６年  ７月１０日  
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工事請負入札参加業者調書 

 

         業者名 

 調査事項 
日本装芸㈱ 大成温調㈱ 

代表者氏名 瀨 戸 潤 一 水 谷 憲 一 

所在地 

（本店又は主たる営業所） 

東京都大田区矢口一丁目

４番１０号 

東京都品川区大井一丁目

４９番１０号 

建設業許可番号 大臣(特-1)第 18315号 大臣(特-2)第 2826号 

総合評定値 

（管工事） 
  １，１８２点   １，６１１点 

年間平均完成工事高 ５，６１９，６８９千円  ４１，０９８，３１０千円  

営業年数 ５０年 ６４年 

資本金 ９０，０００千円  ５，１９５，０５７千円  

主な実績 

柏市立柏の葉小学校校舎

増築工事（機械設備工

事）[柏市] 

（仮称）佐倉図書館等新

町活性化複合施設新築機

械設備工事[佐倉市] 
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